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１．エネルギー消費の現状とカーボンニュートラル



◆エネルギー価格の急騰を受け、「省エネ」によるコスト削減が喫緊の課題に

◆「カーボンニュートラル」、「企業の持続的成長」など、長期的課題への対応

コロナ禍からの
回復

カーボンニュートラル
脱炭素化

企業の
持続的成長

エネルギー価格の
急騰

企業経営
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企業を取り巻く状況
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出典：資源エネルギー庁「日本のエネルギー2023」

わが国のエネルギー需給の動向

■主要国の一次エネルギー自給率比較（2021年度）
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◆ 化石燃料依存（日本）

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計2022年度 速報値」を基に作成。

※四捨五入の関係で、合計が100％にならない場合がある。

※再エネ等（水力除く）とは、太陽光、風力、バイオマス、地熱など、水力を除く再生可能エネルギーのこと。

わが国のエネルギー供給の動向
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わが国の最終エネルギー消費の推移

■国全体

エネルギー白書2024（資源エネルギー庁）

1973年から2022年までの国内総生産（ＧＤＰ）は2.6倍になっているのに対し、最終エ
ネルギー消費は1.1倍にとどまっている。しかし、部門別の内訳を見ると業務部門、家庭部門並
びに運輸部門のエネルギー消費は大きく増加し、特に業務他部門は1.9倍に達している。産業
部門は若干減少傾向にあるものの、依然総消費量の半分近くを占めている。

第1次オイル
ショック

第2次オイル
ショック
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◆ ＣＯＰ２８の決定文書では、世界の進捗と1.5℃目標には隔たりがあり緊急的な行動が
必要であること、世界全体で再エネ3倍・省エネ改善率を2倍へ拡大、化石燃料からの移
行などに合意。

COP28における状況

出典：第55回総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 資料1 エネルギーを巡る状況についいて
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世界のCO2排出量の推移

+5.7℃上昇

出典：Global Carbon Budget 2023

全世界のCO2排出量
（2023年）
375億t/年
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出典：製造業を巡る動向と今後の課題，2021年9月，経済産業省製造産業局より

カーボンニュートラル達成への各国の対応
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カーボンニュートラル表明国の拡大

出典：第55回総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 資料1 エネルギーを巡る状況についいて
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2050年カーボンニュートラルの実現に向けた道筋

◆ 2050年カーボンニュートラルに向け、

 電力部門は脱炭素電源によって脱炭素化。

非電力部門は脱炭素電源による電化と水素・合成

メタン・アンモニア等により脱炭素化。
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2030年における我が国の電力構成見通し
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◆環境(Environment)、社会(Social)、企業統治(Governance)の非財務情報を

考慮して行う投融資が急拡大

エネルギー白書 2023

NPO法人 日本サステナブル投資フォーラム公表資料より環境省作成

投資家のESG投資拡大(化石エネルギーからの転換)
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長期投資家のESG課題(化石エネルギーからの転換)

◆ 長期投資家が重視しているエンゲージメントテーマにおいて「気候変動」がトップ

◆ 長期投資家のESG評価ポイント：企業価値につながる非財務情報としてES課題関連

の評価などを取り入れている

①サプライチェーンの対応状況も含めたES課題に関するビジネスモデルのレジリエンス

②消費者ニーズや規制の変化を踏まえた競争力の評価

③ES課題関連ソリューションの提供や研究開発力の評価

① 気候変動
② 人権
③ ダイバーシティ＆インクルージョン
④ 環境サプライチェーン
⑤ 労働慣行（健康と安全）
⑥ 資源と汚染
⑦ 水
⑧ 社会サプライチェーン

出典：ESG投資家実態調査2021 を元に作成
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地球温暖化対策推進法の一部改正

◆ 2021年5月可決・成立 「2050年カーボンニュートラル」の加速化が狙い。

重要

出典：環境省 地球環境局 地球温暖化対策課,『地球温暖化対策推進法の一部改正法案及び 
再エネポテンシャル調査について』,令和3年3月

⇒次頁でアップデート
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◆ 2020年10月のCN宣言以降、脱炭素に向けた企業の取組が大幅に増加。

◆ TCFDへの賛同企業やSBT認定企業は大幅に増加し、脱炭素が企業活動に浸透しつつ
ある。

脱炭素に向けた企業行動の変化
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①SBT（Science Based Targets）：パリ協定（世界の気温上昇を産業革命前より

 2℃を十分に下回る水準に抑え、また1.5℃に抑えることを目指すもの）が求める水準と

 整合した、5～15年先を目標年として企業が設定する、科学に基づく温室効果ガス排出

削減目標

②サプライチェーン（供給網）排出量：事業者自らの排出だけでなく、事業活動に関係す

る以下のすべての排出を合計した排出量

  Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（燃料の燃焼等）

  Scope2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出

Scope3：Scope1、Scope2以外の間接排出

③RE（Renewable Energy）100：事業を100％再エネ電力で賄うことを目標とする

国際的な企業連合

④カーボンプライシング：炭素税、排出量取引制度

2030年度のCO2排出量46％削減、2050年度の実質ゼロ（カーボンニュートラル）と

する政府目標を達成するには、政策面での強い働きかけが必要であり、CO2の排出に

課金するカーボンプライシングの導入は、その選択肢の一つとなる。

カーボンニュートラル関連用語の簡略説明
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サプライチェーン排出量とは？

◆ サプライチェーン排出量とは、事業者自らの排出だけでなく、事業活動に関係するあらゆる排

出を合計した排出量のことで、SBTではこれの削減が求められる。

◆ サプライチェーン排出量＝Scope1排出量+Scope2排出量+Scope3排出量

◆ 温室効果ガスプロトコルのScope3基準では、Scope3を15のカテゴリに分類

Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出(燃料の燃焼、工業プロセス)
Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3 : Scope1、Scope2以外の間接排出(事業者の活動に関連する他社の排出)

○の数字はScope３のカテゴリ
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◆製造業(輸送用機器)におけるscope1,2,3のCO2排出量では、scope3の比率が高い

◆ scope3排出量の内、cat.11,cat.1,cat.10が多い。

サプライチェーン排出量の内訳
出典：環境省 グリーンバリューチェーンプラットフォーム業種別取組事例一覧より

cat1
cat2
cat3
cat4
cat5
cat6
cat7
cat8
cat9
cat10
cat11
cat12
cat13
cat14
cat15

Scope別排出量
Scope1:直接排出量
Scope2：間接排出量
Scope3：サプライチェーン排出量

Scope1:0.
4%

Scope2:1.
6%

Scope3
98%

Scope3 ｶﾃｺﾞﾘ別排出量

製造業
(輸送用機器)

製造業
(電気機器) Scope3

90.8%

Cat.1

Cat.11

Cat.1

Cat.11

Cat.10

Scope1:1.
7%

Scope2:7.
6%

Cat.  1 :購入した製品サービス(原材料等)
Cat.10：販売した製品の加工(中間製品の加工)
Cat.11：販売した製品の使用(使用者による製品の使用)
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◆ “製品の脱炭素化”は、従来、製品の使用時の省エネ性能・高効率化が取り組みの指標と

なっていた。使用段階の省エネは、ユーザーのエネルギーコストの低減にも資するため、引き

続き重要な取り組み。

◆社会全体でのカーボンニュートラルの実現に向けては、使用段階のみならず、原材料製造や

組立工程等も含んだ製品ライフサイクル全体での排出量(カーボンフットプリント)の把握及

び削減が重要に。

「使用段階」と「ライフサイクル全体」のCO2排出量把握の違い

出典：環境省 グリーンバリューチェーンプラットフォーム
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◆Scope3,カテゴリ１の購入した製品の製造やサービスによる排出量は、当該年度の活動量

（購入量）に排出原単位（購入量当たりの）をかけて求める。

購入した製品の製造やサービスによる排出量の算出
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産業連関表ベースの排出原単位データベース（環境省公表）
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Scope3 ｶﾃｺﾞﾘ１ の削減目標の設定例
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2．改正省エネ法と新しいエネルギーマネージメント
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◆ 省エネ法：「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」の通称、石油危機を契機とし
て1979年に制定

◆ 今回の改正：「エネルギー」の定義を拡大し非化石エネルギーを含む全てのエネルギー
の使用の合理化を求める枠組みに見直す。

省エネ法と今回の改正について

日本の最終エネルギー消費における約50％をカバー
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努力義務 義務

事業者ごとに・・・

設置している工場等におけるエネルギー消費

原単位を管理し、その設置している工場等全

体として又は工場等ごとに、

エネルギーの使用に係る原単位及び電気需

要最適化評価原単位を中長期的にみて年

平均１％以上低減させることを目標として、

技術的かつ経済的に可能な範囲内で、１及

び２に掲げる諸目標及び措置の実現に努め

るものとする。

1 エネルギー消費設備等に関する事項

2 その他エネルギーの使用の合理化に関する事項

事業者ごとに・・・

一定規模のエネルギー使用量であれば、エネル

ギー使用状況届出書を提出し、特定事業者等

の指定を受ける              違反は５０万円以下の罰金

特定事業者等ごとに・・・

エネルギー管理統括者，企画推進者の選任と

届出         違反は１００万円以下の罰金

定期報告書の提出  違反は５０万円以下の罰金

中長期計画書の提出 違反は５０万円以下の罰金

指定工場等ごとに・・・

エネルギー管理者、エネルギー管理員の選任と

届出               違反は１００万円以下の罰金

省エネ法が求める事業者の義務



◆ Ｓ評価されると、経済産業省資源エネルギー庁ホームページ上に、省エネ優良事業者と
して☆印が付記される。

＊定期報告書・中長期計画書の提出遅延の事業者のＳクラスは対象外

◆  省エネ補助金等の申請に有利である。
〈例〉 「先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金」では、大企業の場合「Sクラス」に該当

することが申請要件の１つになっている。※令和４年度の場合、令和３年度定期報告書提出分に
基づく結果がAクラスも対象（令和２年度提出分でSクラスであった事業者に限る）

◆  省エネ再エネ高度化投資促進税制における優遇措置
→ 2年連続S評価の事業者は対象設備等を取得した場合、特別償却等の税制優遇を受けられる

◆ 直近過去２年度以上連続Ｓ評価の事業者で希望する場合、Ｓ評価を継続している限
りにおいて､上限５年度間において中長期計画の提出を免除される。                                        

事業者クラス分け評価制度とＳ評価(省エネ目標達成)のインセンティブ

年度 全体数 Sクラス Aクラス Bクラス

2020 12,005 53.8% 34.6% 11.6%

2021 12,032 52.5% 28.5% 19.0%

割合は、クラス分けに必要な5年度間平均原単位変化が算出可能な事業者数を分母とする。                                        

日本の最終エネルギー消費における約50％をカバー
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①エネルギーの定義の見直し（使用の合理化の対象の拡大）
◆「エネルギー」の定義を拡大し、非化石エネルギーを含む全てのエネルギーの使用の合

理化を求める枠組みに見直す。

◆電気の一次エネルギー換算係数は、全国一律の全電源平均係数を基本とする。

②非化石エネルギーへの転換に関する措置（新設）

◆特定事業者等に対し、非化石エネルギーへの転換に関する中長期計画及び非化石

エネルギー利用状況等の定期報告の提出を求める。

◆系統経由で購入・調達した電気は小売電気事業者別の非化石電源比率を反映。

③電気需要最適化に関する措置（電気需要平準化規定の見直し）

◆電気の需給状況に応じて「上げDR」・「下げDR」を促すため、電気の一次エネルギー

換算係数の設定などにより、再エネ出力制御時への需要シフトや需給逼迫時の需要

減少を促す枠組みを構築する。

◆電気事業者に対し、電気需要最適化に資する料金体系等の整備を促す枠組みを構

築する。

◆エネルギー消費機器（トップランナー機器）等への電気需要最適化に係る性能の向

上の努力義務

出典：資源エネルギー庁「今後の省エネ法について」  2021年12月
〃 「改正省エネ法の具体論等について」2022年6月

省エネ法の改正の3つのポイント
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改正省エネ法における3つの評価指標（１）

新たに非化石エネギーを含めて省エネ法の合理化の対象

１．エネルギーの定義の見直し

●石油

●揮発油

●可燃性天然ガス

●石炭 等

●黒液

●木材

●廃タイヤ

●廃プラスチック

●水素・アンモニア

●非化石熱、非化石電気※等

化石エネルギー 非化石エネルギー

改正省エネ法の
合理化対象範囲

●石油

●揮発油

●可燃性天然ガス

●石炭 等

化石エネルギー

これまでの
省エネ法対象範囲



2030年における再エネ導入量目標
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改正省エネ法における3つの評価指標（２）

２．非化石エネルギーへの転換

特定事業者等は省エネに加え非化石エネルギーへ転換の中長期計画作成と、非化石エネルギー使用状況
の毎年度報告が必要

電源構成 2030年度 非化石エネルギー見通し 非化石電気 59%
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ディマンド・レスポンス～電気需要の最適化の動き～

再エネ出力制御時への電力の需要のシフトや、電力の需給ひっ迫時の需要減少を促す。

◆太陽光発電、風力発電等の非化石電気は、気象条件により制約を受けるため、出力調整

が難しい電源。

◆今後非化石電源を主要電源とするには、供給側の変動に応じて、電気の需要を最適化

（ディマンドリスポンス ＤＲ）したり、蓄電池を設置して電気を蓄える等、需要側での対応

が必要となる。

出典）資源エネルギー庁 HP ディマンド・リスポンス（DR）について

電気需要の最適化

上げDR

下げDR

DR発動により電気の需要量を増やす。
例えば、再生可能エネルギーの過剰出力分
を需要機器の稼働により消費したり、蓄電
池を充電することにより吸収したりする。

DR発動により電気の需要量を減らす。
例えば、電気のピーク需要のタイミングで需
要機器の出力を落とし、需要と供給のバラ
ンスを取る。

kW

改正省エネ法での3つ目の指標
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ディマンド・リスポンスによる電力需要のコントロール

◆東京電力エナジーパートナー DRの促進を目的としてマルチエアコンと蓄熱槽の導入に補

助金を提供。制御システムを改修することで電気の需給に合せる。

(2024.2.7)日経記事

出典) エネ庁 ホームページ
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北陸電力における「需要調整特約」【高圧・特別高圧需要家向け】

北陸電力ホームページより



北陸電力における「ほくリンクアプリde昼とくチャレンジ」【家庭向け】

北陸電力ホームページより
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DRについて

10/21～11/5（16日間）

９時～16時の電気使用量に対し、

料金単価を25～30％程度割引

DRに関連した動き 軽負荷時期の電気料金割引メニュー（例）

出典) 総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エ
ネルギー 大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第54回）資料３（2023.9.8）
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DRについて

「Easyキュート」

エコキュートのリース

ヒートポンプ給湯器等による需要の創出（例）

出典) 総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エ
ネルギー 大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第54回）資料３（2023.9.8）
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出典) 東京電力エナジーパートナーホームページ

太陽光発電売電単価（FIT単価）が年々下がる

太陽光発電新規導入、FIT期間満了

売電するよりも自家消費を増やして購入する電気の

削減へ

太陽光発電の余剰電力で効率良くお湯を沸かす

◇ これまでのエコキュート：

  夜間の電気を使ってお湯を沸かす。

◇ おひさまエコキュート：

  太陽光発電の電気を使ってお湯を沸かす。

  夜間よりも暖かい昼間の空気の熱を利用するので、

効率良くお湯を沸かす

FIT単価漸減により売電よりも自家消費 ⇒ DR対応

※FITとは国による再生可能エネルギーの固定価格買取制度のこと

ヒートポンプ給湯器等による需要の創出（例）
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蓄熱による電力需給調整機能（DR）への貢献

製造業における日負荷曲線の例
消

費
電

力

時 刻

太陽光発電時間帯
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DR実績の評価の報告様式と導入スケジュール
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省エネ法定期報告書の任意開示制度 令和5年試行運用版 

個社シートの構成

A 個社の開示内容

・定期報告書の開示項目

B 個社の任意記述欄

C 個社の属する業界報

・業界の特色を記述

D 個社の任意記述欄
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2050年カーボンニュートラルに向けた対応

徹底した省エネ
・エネルギー使用原単位の年１％の改善
・産業・業務ベンチマーク
・機器・建材トップランナー
・省エネ投資、高効率機器導入

エネルギー脱炭素化支援
・太陽光発電（自家消費）
・ゼロエミ電気
・電化
・カーボンニュートラルな燃料

再エネ提案

情報提供

アドバイスシート等

省エネ提案

標準計算シート等

◆ 2050年カーボンニュートラルに向けては、徹底した省エネに加え、再エネ電気や水素等の

非化石エネルギーの導入を拡大していくことが必要となる。

◆需要側において、引き続き省エネを進めつつ、供給側の非化石化を踏まえた電化・水素化

等のエネルギー転換を促すべき。

※) 2020年10月13日 基本政策分科会資料より

※)

エネルギー最適化診断＝徹底した省エネ＋エネルギー源の脱炭素化
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3．消費エネルギーの見える化のススメ
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省エネ活動のＰＤＣＡサイクル

体制・組織の整備
現状把握
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省エネ活動の入口は消費エネルギーの見える化

Step 0 現状把握とエネルギー管理規定等の整備

① エネルギー使用実態の把握～消費エネルギーの見える化～

・エネルギー使用状況を用途別・部門別・工程別に把握

・Boundary(境界)を決めて、総エネルギー量を定義

⇒ 全ての部署で自部署の省エネ目標と実績が管理できる仕組み

② エネルギー管理の体制・規定などの整備

・エネルギー管理組織、体制の整備

・エネルギー管理責任者の配置

・省エネ取組方針の設定

・各設備、プロセスのごとの管理標準＊1の策定

・エネルギーの見える化の計画的な構築 等

＊1： 管理標準とは国では、各事業者が省エネルギーを推進するために必要となる基準（通称判
断基準）を告示として定めているが、事業者はこの判断基準に基づき、自社の設備やエネル
ギーに沿ってエネルギー管理のマニュアルを定めなければならない。これを管理標準という。

冷凍機
照明

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ
電気

都市ガス

エネルギー使用比率の見える化の例

CO2排出量の算出
Scope1
Scope2



原油換算
単位；kL（ｷﾛﾘｯﾄﾙ）

（ｋＬ=GJ×0.0258）

熱量換算

単位；GJ（ｷﾞｶﾞｼﾞｭｰﾙ）

省エネ法では、年間のエネル

ギー使用量が1,500kL以

上のとき、規制（定期報告

書等の提出等）が発生する

エネルギー使用量
電気・燃料等の使用量

電気   ： kWh（電力量）

 都市ガス  : ｍ３（体積）

 ＬＰＧ    : kg（重量）

 重油      ：L（体積）

CO2排出量換算

単位；t-CO2（ﾄﾝ）

エネルギー使用量から原油換算、CO2排出量換算法

・エネルギー種別によって固有の値
・省エネ法の改正によって非化石
燃料等もカウントされる

・エネルギーの共通の単位 J



Copyright (C) The Energy Conservation Center, Japan 2024 46

① 省エネ推進の目的と目標、改善計画プログラムを設定する。全社目標を部門毎の目標にブレークダウンし、目

標達成に向けて具体策に落とし込み、実施計画をたてる。

② 省エネ法においては、中長期的に（概ね3～5年）エネルギー原単位＊1 を年平均1%以上削減するよう求めている。

省エネの目標としては、この原単位目標だけではなく、エネルギー使用量削減の

目標や高効率設備への転換目標などを規定してもよい。

省エネ活動の進め方の基本はPDCA

(2) 計画

① 役割分担を決めて、改善計画プログラムを実施する。

② 同時に、定期的にチェックポイントを決めて、エネルギー消費の無駄取り（抽出）と排除を行う。

日々の活動の中で気づいた課題は関係者で話し合い、すぐできる改造などは適宜実行する。

また省エネ活動の底上げを目的に、活動のＰＲ（ポスターや掲示板の活用）、省エネ教育（省エネのポイント集の

発行、省エネ基礎教育）等も行う。

 ・ 設計値と運用値の間に、ロスが潜む（工場・ビル）

 ・ 昔からやっていた、を疑う（工場）

 ・ 停止することが、最大の省エネ （工場）

 ・ 空調や照明では、運用改善余地が大きい（ビル）

 ・ 小型化や高効率機器への更新は、効果大（工場）

 ・ 圧縮空気・蒸気・加熱炉には、改善ネタあり（工場） 

チェックポイント（例）

＊1： エネルギー原単位とは

生産に必要な電力・熱（燃料）などエネルギー消費量の総量をエネルギー使用と密接に関係ある

数値（例えば生産額や床面積など）で除した値

Step １ 計画

Step ２ 実施
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エネルギー使用実績の計測を行い、省エネ対策の効果把握と原単位管理により、進捗管理を行う。

日常の管理項目や計測頻度は管理組織レベルで異なるが、時間・日・週・月単位で計測・管理する

ことが重要である。 例えば、事業場全体の原単位は月単位に、各プロセスや設備ごとの原単位は

日単位など、きめ細かな基準を定めて実施する。期中で成果（効果）の検証を行う。

Step ３ 効果の検証
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① 半期や年度毎に、全社と各部署でエネルギー使用実績や省エネ対策の進捗・原単位等の

分析を行う。 その結果を次期計画プログラムに反映し、PDCAのサイクルを回す。管理標準

の見直しも行う。大きな投資を伴う改善項目等は、中長期計画として取り纏める。

※ 省エネルギーセンターで実施している“省エネ大賞”の「省エネ事例部門」の応募案件や

受賞案件等を発表会や事例集で勉強することも、省エネを推進する上で参考になる。

② 効果確認のポイント

・ 省エネ対策は、必ず効果（省エネ量と効果金額）を確認する。効果は削減コスト も算出。

・ 目標未達の場合は必ずその要因を分析し、改善につなげる。

・ 大幅達成の場合は、目標値を見直す。

・ 同業他社以外に、異業種の省エネ対策や取組み事例を可能な限り集め、自社と比較

 することにより次の改善のネタ、計画に反映する。

Step ４ 見直し



エネルギー使用量（原油換算量）の導出

http://www.shindan.net
省エネルギーセンター 省エネ最適化診断 申込書

http://www.shindan.net/


「30分デマンド値」 の入手と見える化

＜データ入手方法＞ ・スマートメータが設置されている需要家

   ・電力会社に依頼

 ・WEBからダウンロードできる

＜データを加工＞ ・Excelを使用してグラフ化

・縦が日付、横が時間（30分毎）の365日の一覧表となる整列

日付は稼働日カレン
ダーのスタート月から

始める
00：00～00：30 実際入力に使う

のは赤枠部のみ
【ヒント】 電力会社で縦横が違う。

表の縦横の入れ替えは、表を「コ
ピー」して「形式を選択して貼り付
け」（行列の入れ替えに ）で一発で
できる。

北陸電力の場合



気温データの入手と加工

＜データ入手方法＞ 気象庁サイトから気温と湿度の時間毎データ入手。

半年分を2回DLしExcel上で加工。

①（必要に応じて）前回設定をクリアする

② 地点を地図で選ぶ

③ 項目を選ぶ（時別値、気温、相対湿度）

④ 期間を設定する（半年）

⑤ ＣＳＶファイルをダウンロード

東京 東京

年月日時 気温(℃) 相対湿度(％)

2022/4/1 1:00 8.2 95

2022/4/1 2:00 7.4 95

2022/4/1 3:00 6.5 95

2022/4/1 4:00 5.7 96

2022/4/1 5:00 5.1 94

④
③ ①

⑤
②

加工後



「30分デマンド値」 1年分 グラフ化

・横軸「時刻」 ・横軸「日にち」 ・縦軸「30分値(kWh/30分)」 の3次元表示で、直感
的に年間の電力消費の傾向を把握することが可能。
・季節間(冬期vs中間vs夏期)、時間帯(夜間vs昼間)、週間(月～日)の変動を捉える。



機械器具製造業 NC旋盤を中心とした工作機械によ
る電力使用量が全体の60％

繁忙期は自動運転による
夜間電力需要が発生

デマンドコントローラによる
ピークカット

デマンドコントローラによる
ピークカット

デマンドピーク
TOP１０

生産量と電力
原単位

ケーススタディ：年間の電力消費の傾向把握（機械器具製造業）



ケーススタディ：年間の電力消費の傾向把握（プラスチック製品製造業）

プラスチック製品製造業

受注生産のため生産量の変動
が大きい

繁忙夜間操業時には特定設備による
定常の電力消費

夜間稼働設備は何か？
固定電力(待機電力)の調査



 

曜日合わせ月別電力消費トレンド 

窯業・土石製品製造業

休日の負荷に大きなバラツキ：

休日稼動設備の把握が不十分、
炉内温度が200℃以下になると

停止されるはずの設備の停止効
果が見られない

月曜日を起点として、1週間（月曜日から日曜日）の電力量を経時的にプロットする

・複数月分、複数週分を合せてプロット

・稼働日、非稼働日 間の比較が可能

・長期の休み(夏休み、連休、盆休み)前後の立ち上げや休日の固定エネルギー評価が可能



電力30分値ヒストグラム

電力30分値の頻度のヒストグラムを表示

・ヒストのピーク値が表す電力使用量からデマンドに大きく影響を与える因子を推定する

・ピークが複数ある場合には、その影響因子（稼働設備数や稼働ライン数）を分析する

・右に末広がりの場合には運転・停止を組合せると大きなデマンド削減の可能性

240ｋWを越える13回の
削減によって50kW程度
のデマンド削減が可能

夜間の累積値が50％と営業時間外
電力、数値は小さいが多頻度
→削減効果の小さな省エネ対策でも、
年間を通すと削減効果が期待

不規則な電力ピーク（こぶ）
が存在：設備運転等の標準
化不徹底、今後管理標準を
定めることを推奨



平均気温と電力量の相関 

生産設備が停止
している時に、空
調の稼働状況の
確認が必要

中間期に外気冷房
の活用が検討可能

稼働生産機器との連動適
正化の可能性あり

病院 北海道

夏期の電力原単位(kWh/人)が大



生産量等の生産に関わる指標と電力量の相関

エネルギー使用を決定する指標として廃棄物処
理場の処理量を選び、
・エネルギー使用量と処理量との関係を定量

的に整理可能
・プロットした結果のデータの傾きから生産体制

を評価

着眼点：負荷と電力使用量の関係
→ 負荷（処理量）と電力量の関係から

稼動体制の選択

通常稼動体制：7-20時 ＆ 繁忙時：24時間

24時間体制と原単位の関係から最適操業の考え

方提案

廃棄物処理業
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4．診断事例に見られる省エネのポイント

～エネルギーユーティリティの省エネ～
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１．これまでの中小企業支援実績

①中小企業等への省エネ診断実績(平成１６年~)

累計約１6，０００件

②全国各地（８支部）にネットワーク、

日本全国、様々な地域・業種を網羅

③省エネポテンシャル

工場 平均７～２０％、

業務用施設  平均９～２６％

２．診断対象の拡大と適用内容の高度化

①平成３０年からＢ・Ｃクラスの事業者に対象拡大 約120件実施

②生産プロセスと連携した診断内容へ拡充

３．提案項目の実施率向上へ向けた取組

①エネルギー使用系統全体の省エネ

②固定エネルギーの削減、DRの促進

③空調、コンプレッサ等のチューニングフォローアップ診断

累計診断件数 累計省エネ提案量

約16,000件 約77万ｋＬ

＜省エネ診断実績（Ｈ１６～Ｒ5年度）＞

省エネルギーセンターのこれまでの診断実績

＜地域別の省エネ診断実績割合（件数累計）＞

＜省エネ診断後のアンケート結果＞
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省エネ診断における平均省エネポテンシャル（工場）

省エネポテンシャルとは、
診断先エネルギー使用量に
対する提案省エネ量の比率（出典）工場の省エネルギーガイドブック2024（省エネセンター）

2019年度～2023年度



エネルギー原単位 ＝

エネルギー使用量（原油換算kＬ等）

エネルギー使用量と密接な関係をもつ量

（生産量、出荷額等）

工場のエネルギー原単位

（出典）工場の省エネルギーガイドブック2024（省エネセンター）

・グラフは省エネ法改正前2019年度～2022年度のデータ
・改正後 2023年度 の数字は（ ）に記載



工場における省エネ診断の改善提案の対象設備

件数ベース

◆圧縮機に関する省エネ改善提案は、全提案の第1位、多くの事業所で課題が見つかる。

省エネ診断における改善提案の内訳（工場）

（出典）工場の省エネルギーガイドブック2024（省エネセンター）

件数ベース

エネルギーユーティリティに
関連した省エネ提案



工場の省エネ診断の提案内容

（出典）工場の省エネルギーガイドブック2024（省エネセンター）
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工場における省エネ診断の改善提案の対象設備

◆圧縮空気・蒸気・冷却水等をシステム全体で総合的に適正化する

工場におけるエネルギーユーティリティの省エネ

コンプレッサ

供給 配送

圧力最適化

稼働/非稼働

低圧力損失

需要

ブースタ追加

漏洩防止

ボイラ

冷凍機・ポンプ

性能向上

台数制御
容量制御

圧縮空気

蒸気

冷却水（冷媒）

負荷制御

タンク 生産設備

エネルギー・ユーティリティの省エネのポイント

フィルタ

配管

アキュムレータ

ｲﾝﾊﾞｰﾀ化
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【ファンの風量制御】

ファンの風量制御 ： ダンパ

省エネ効果  ： 吸込み側ダンパ > 吐出側ダンパ

集塵機における風量抑制

H

風量 Q

吐出側ダンパ

吸込み側ダンパ

回転数制御

集塵機における風量の抑制
・吸込み口の隙間 H 縮小

・吸込み側ダンパ 絞る

・吐出側ダンパ  絞る

・回転数（インバータ）制御

風量を25%絞った時

の軸動力変化

10075
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項目 チェックポイント

1 流量削減

配管や機器からの空気漏洩はないか
非稼働エリアの供給弁の閉止

連続使用の間欠化

エアーブローの適正化（ノズル構造等）

低圧空気はファンブロアに転換できないか

高圧空気はブースター等で別系統化できないか

2 圧力低減

使用側（末端圧）を低くできないか

適正な機器を選択して使用圧力を低減できないか

管路抵抗を削減できないか（バイパス配管、ループ増設）

配管径を太くする

必要最低圧力に対して供給圧力が高すぎないか

3 コンプレッサ性能向上

コンプレッサへの吸込空気温度を下げられないか

吸込みフィルタの抵抗を下げられないか

浄化システム（フィルター、オイラー、ドライヤー）は適正か

経年劣化で性能・効率が低下していないか

新型機（インバータ機等）への更新メリットはないか

4 効率のよい流量制御方法

無駄運転の解消（低負荷で長時間運転していないか）

負荷変動が大きい場合にタンク設置

負荷変動に対応した台数制御運転がされているか

インバータ制御の適用

5.３ 診断手法空気圧システムの確認事項と省エネ対策

省エネルギーチェック項目
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◆ 産業用超音波カメラによる空気漏洩場所の特定と漏洩空気量の計測
◆ 現場内で発生する音に基づいて方位を可視画像上に表示 

可視カメラを中心に
64個のマイクを装備

音響画像＋可視画像

空気漏洩箇所の検出

250

200

150

100

50

0

損失金額
千円

空気漏洩による損失額の分析

自動車部品製造工場の事例

テクトロニクス＆フルーク社製 Fluke ii910

省エネ技術（圧縮空気の漏洩防止）



圧縮機の吸込空気量と末端消費空気量を容量調整装置にてコントロールし圧力を一定範囲内に保つ

制 御 方 式 制 御 方 法 適 用 機 種

①オンオフ式（圧力開閉） 100%全負荷運転と停止状態を繰り返す モータ発停頻度から小型機 限定

②吸込み絞り式
容量調整弁を無段階に開閉し吸込空気量を調整

＜吸込側は真空＞ （＋パージ運転＋自動発停）
油冷式スクリュ圧縮機の主流

③ロード/アンロード式
容量調整弁を全開/全閉にて吸込空気量を調整

（＋パージ運転＋自動発停）

a）オイルフリースクリュ圧縮機
    レシプロ・ターボ（一部）

b）油冷式スクリュ圧縮機（一部）

④スライド弁式
ケーシングの一部をスライドさせ、圧縮に有効な
スクリュローターの長さを調整し空気量を調整 油冷式スクリュ圧縮機の大型機

⑤回転数制御式
（インバータ）

吐出圧力を一定に保ち、モータの回転速度を制御
し容量調整を行う （＋自動発停）

スクリュ全般

空気圧縮機の消費電力低減を考えるうえで、全負荷時消費電力性能以上に重要なのは、

部分負荷時、消費空気量に従って圧縮機が容量制御された時の消費電力性能である。

圧縮機の容量制御機構を認識する

圧縮機の容量制御機構

69出典：コベルコ・コンプレッサ(株)資料
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加熱
プロセス
26.6％

蒸気
ボイラ

燃料投入エネルギー
100％

燃焼ロス
25.4％

配管放散熱ロス等
27.0％

スチームトラップ・
ドレンロス等

21.0％

・空気比の改善

・負荷の適正化

・ボイラ高効率化

・バルブ、フランジ保温

・休止配管撤去

・保温劣化更新

・蒸気圧力の適正化

・トラップ劣化更新

・ドレン回収

出典：省エネ事例発表会の事例

蒸気の流れと熱損失

蒸気システムの省エネ対策

◆ システム全体での無駄をチェック
① 加熱設備（ボイラ）の省エネ
② 配管・バルブ等の熱損失
③ 熱利用設備の省エネ
④ 排熱回収
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省エネ技術（熱漏洩の防止）

赤外線サーモグラフィ撮影事例

◆ 「ポータブル赤外線サーモグラフィ」による保温状態の見える化

機器仕様

測定温度範囲：-20～350℃

温度分解能 ：0.2℃

焦点距離 ：10㎝～∞

放熱量が多い部分が赤色表示
⇒保温対策が必要
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５．エネルギーの脱炭素化
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自家消費型太陽光発電設備の効果試算

５０kWの太陽光発電設備導入例

1.削減電力量

日間発電力量(kWh/日)×日間発電電力量の自家消費率×稼働日数(日/年)

2.日間発電電力量 

 太陽電池アレイ出力(kW)×１日のアレイ面日射量(kWh/(㎡・日)) ＊1×総合設計係数＊2

 ÷日射強度(１kW/㎡)
＊１ＮＥＤＯ「日射量データベース閲覧システム」
＊２JIS C 8907：2005 「9.太陽電池アレイの総合設計係数」

3.試算前提条件

・太陽電池設置条件 設置場所 東京都千代田区、アレイ方位角 ０°（真南）、傾斜角 ３０°

・稼働条件          年間稼働日数 ３６５日、自家消費率 １００％

・アレイ面日射量等 ４.３９（kWh/（㎡・日））、総合設計係数 ０.８

削減電力量 ６４,０９４ kWh/年

省エネ率 － ％

削減金額 １,２１８ 千円/年 電力単価：１９円/kWh

原油換算削減量 １６.５ kL/年 ９.９７GJ/千kWh×０.０２５８ｋL/GJ

CO2削減量 ２９.０ t-CO2/年
０.４５３ t-CO2/千kWh
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化石燃料を熱源としない熱～“非化石熱“とは

◆低温度域 20～200℃

◆高温度域 200～2000℃

主に蒸気・温水

主に燃焼熱

バーナ、燃焼炉

ボイラ（重油等）

電気炉

燃焼炉（非化石燃料）

ヒートポンプ
電熱線ボイラ

ボイラ（非化石燃料）
電化

燃料転換

出典：平成29年度新エネルギー等の導入促進のための基礎調査(2018年2月,METI)
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赤外線加熱による粉体塗装乾燥 ② 

◆ 赤外線照射方法・条件の探索。 エネルギー削減率 27％
CO2削減率            26％
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2020年度(令和2年度)省エネ大賞【省エネ事例部門】省エネルギーセンター会長賞
中部電力ミライズ株式会社 静岡営業本部
スズキ自動車 相良工場
メトロ電気工業株式会社

CO2フリーに向けた低圧鋳造工程の実現による省エネルギーの取り組み

赤外線加熱による鋳型の予熱 



水素等の重要性

出典：水素政策小委員会/アンモニア等脱炭素燃料政策小委員会合同会議中間整理,2023.1.4（METI）

◆2050年カーボンニュートラルに向けて、水素等（アンモニア、合成メタン、合成燃料含む）
は様々な用途で活用が期待される原燃料として注目。

◆特に、代替技術が少なく転換が困難な、鉄鋼・化学等のhard to abateセクターや、モビリ
ティ分野、サプライチェーン組成に資する発電等での活用が期待される。
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水素・アンモニアの各地域における具体的な動き

出典：第55回総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 資料1 エネルギーを巡る状況についいて
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水素供給サプライチェーン

◆水素供給のサプライチェーンは、目標とする供給量とコストを実現すべく海外から水素を商用

スケールで大量輸送する技術が2027年実証を経て、2030年頃大量輸入実現のスケ

ジュールで開発が進められている。

出典：第14回産業構造審議会グリーンイノベーションプロジェクト部会エネルギー構造転換分野WG/資料7, 2023.2.13,(METI)
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◆水素・アンモニアは、燃焼時にCO2を排出しない脱炭素燃料として発電.・輸送・産業用熱需

要の分野を中心に、天然ガス火力への水素混焼・専焼や石炭火力へのアンモニア混焼など

の実証が進んでいる。

合成メタン（e-methane) 拡大シナリオ

出典：第31回総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会/資料4-1, 2023.6.13､(METI）
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６．外部機関による省エネ診断・サポート
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省エネセンターが運営する省エネ最適化診断

・燃料費や電気料金など経費を削減したい
 ・省エネは何から始めればよいかわからない
 ・省エネの専門家がいない。相談先がわからない。

省エネルギーセンターに相談・活用

■ 診断の進め方

①現地調査・診断の実施・・・・・エネルギー専門家を派遣・アドバイス
②診断報告書の作成・提出・・・具体的な対策を提案 （削減効果等）
③報告書説明会の実施・・・・・・診断先にて、報告書を詳細に説明

・エネルギー診断の専門家を派遣します
・効果的な省エネ対策をアドバイス・提案します

（費用不要の運用改善や投資改善を提案）

「省エネ最適化診断」で解決
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省エネ最適化診断の流れ（申込）

申込
日程
調整

現地
診断

報告書
送付

診断結果
説明会

対策の
実施

報告書
作成

診断対象の事業者・事業所とは？
下記のいずれかの条件に該当する場合が対象となります。

・中小企業者（中小企業基本法に定める中小企業者）

中小企業者で年間エネルギー使用量が1,500kL以上の事業所でらる場合、以下を除く
       ①資本金又は出資金が5億円以上の法人に直接又は間接に100%の株式を保有されている中小・小規模事業者

ただし、資本金又は出資金が5億円以上の法人が中小企業に該当する場合は適用しない。
②直近過去3年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が15億円を超える中小・小規模事業者

・会社法上の会社に該当せず、年間エネルギー使用量（原油換算値）が、原則として100kL以上

1,500kL未満の工場・ビル※等
（但し、100kL未満でも、低圧電力、高圧電力もしくは特別高圧電力で受電している場合は可）

※ ビル・工場等には「社会福祉法人」「医療法人」「学校法人」「特定非営利法人(NPO法人)」「中小企業団体等以外の協同組合」等も含みます。

A 診断
専門家１人で診断するメニュー
（説明会もセットとなります）

年間エネルギー使用量の目安
原則300kL未満

10,670円（税込）

B 診断（※２）
専門家2人で診断するメニュー
（説明会もセットとなります。説明会は
専門家１人で対応）

原則300kL以上
1,500kL未満

16,940円（税込）

大規模診断
事前打合せ(専門家１人)後
専門家2人で診断するメニュー

原則1,500kL以上 23,760円（税込）

(※２） ボイラーや大型空調機等、熱を利用する設備を多数お持ちの事業所や、比較的規模の大きな事業所 等

診断メニュー (注）診断費用の振込手数料等はお申し込み先様のご負担となります。
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省エネ最適化診断の流れ（現地診断）

申込
日程
調整

現地
診断

報告書
送付

診断結果
説明会

対策の
実施

報告書
作成

◆ 申込み・入金確認後約２週間後に、エネルギーの専門家が訪問し、現地診断を実施（1日）

◆ 現地診断では、エネルギー関連データ、設備図面、エネルギー管理状況や、現場で設備運転状況、

    エネルギー使用状況等を確認

時間 実施内容

午前
(9時過ぎ～)

エネルギー関連データの確認
・月、日ごとのエネルギー使用量
・最大電力(電気料金請求書) 等
設備図面や保守・点検データ等の確認
エネルギー管理状況についてのヒアリング等

午後
（～16時頃)

設備の使用状況、運転・保守状況の確認
・計測器によるCO2濃度、断熱の状況等把握
現場において、省エネの着眼点等のアドバイス
当日のまとめ
・エネルギー管理状況
・省エネ提案の概要等

＜現地診断スケジュールの一例＞

＜室内環境の測定（CO2計）＞

＜現場でのエネルギー使用状況確認＞
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＜エネルギー管理状態の評価＞
工場等判断基準のチェック等

エネルギー管理体制等

＜同業他社とのエネルギー使用量比較＞

エネルギー使用状況の見える化

運用改善

投資改善

◆ 報告書は、エネルギーの管理・使用状況の分析に基づくアドバイスと具体的な省エネ・再エネ提案で構成

◆ 省エネ最適化提案は、費用のかからない「運用改善」、効果の大きい「投資改善」及び「再エネ提案」に

     ついて、提案項目ごとに省エネ量、エネルギーコスト削減額、投資回収年数等を具体的に算出

エネルギー管理状況 同業種におけるエネルギー使用状況 具体的な省エネ・再エネ提案

省エネ最適化診断の流れ（報告書）

申込
日程
調整

現地
診断

報告書
送付

診断結果
説明会

対策の
実施

報告書
作成
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省エネ最適化診断の流れ（結果説明会）

申込
日程
調整

現地
診断

報告書
送付

診断結果
説明会

対策の
実施

報告書
作成

◆受診事業者の経営層やエネルギー管理者に参加いただき、提案の内容や効果について説

明し、省エネ活動を経営課題の一つとして推進することの重要性をご理解いただく

◆省エネ提案項目を適切に実行できるように提案の実施方法等を丁寧にわかりやすく説明

対 象 受診事業者の経営層、エネルギー管理担当者等

主な

説明内容

・エネルギー使用状況に関する分析結果の説明と改善方法の提案

・特に受診事業者が希望する事項等についてアドバイス

・提案内容の具体的な実施方法と留意点(現場での指導を含む)

・提案のシミュレーションや具体的チューニング方法等の説明

・補助金情報、活用についてのアドバイス 等

＜診断結果説明会の概要＞ ＜受診事業者への説明＞
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■ボイラー空気比の適正化、熱風炉排ガス循環等により、燃料消費量を削減

※ https://www.shindan-net.jp/ より作成

機械（２輪・４輪アルミホイール製造） 従業員約60名

主な対策
省ｴﾈ効果
(kL/年)

削減金額
(千円/年)

設備投資額
(千円)

回収年
(目安)

運
用
改
善

①空調設定温度の適正化

②換気ブロアの稼働数削減

③ボイラー空気比の適正化

④圧縮空気配管のエア漏れ対策

⑤デマンド監視制御装置の有効活用

4.9

3.0

3.6

2.1

－

307

193

246

137

630

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

投
資
改
善

⑥加熱炉の排ガス循環による燃料削減

⑦照明間引きと手元照明の追加

⑧水銀灯を高効率化照明に更新

⑨変圧器の統合および高効率変圧器に更新

15.9

0.9

0.6

3.4

1,083

61

37

223

2,000

120

140

1,200

1.8

2.0

3.8

5.4

当工場では、不要時の空調停止、高効率照明の導入、

デマンド監視制御装置の導入などの省エネ対策を実

施されていました。診断の結果、ボイラー空気比の適

正化、熱風炉排ガス循環による燃料消費量の削減、

動力用変圧器の統合等を提案しました。

省エネ診断の事例

http://www.shindan-net.jp/
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省エネ・節電ポータルサイトトップページ https://www.shindan-net.jp/

○省エネ動画チャンネル

・支援現場レポート掲載事業者の代表事例を動画で紹介

めっき製造業、発泡スチロール製造業、電気・電子機器製造業
特別養護老人ホーム

・省エネチュー二ング手法等をわかりやすく紹介

・燃焼炉における空気比の調整
・コンプレッサ吐出圧低減の調整
・インバータ活用によるポンプ・ファンの省エネ
・エア漏れ対策による省エネ
・外気導入量削減による省エネ
・冷水温度緩和による省エネ
・ビルの省エネ
・換気量の最適化とエネルギー管理

○省エネ診断事例紹介（270事例）
過去の診断事例に基づき、各診断での具体的な提案・効果・費用等

を紹介しています
主な業種や設備、省エネ技術から事例を検索することもできます

「省エネ最適化診断」「無料講師派遣」
「セルフ診断ツール」「省エネ支援事例」等

カタログ、パンフレット（省エネ事例集、省エネガ
イドブック)や関連資料等はこちらから
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検索画面

省エネ診断事例の検索
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掲載されている業種別の診断事例

業種等 件数 製品名等

食料品 39
魚の干物、茎わかめ、かまぼこ、食肉加工、精製ラード、豆腐、醤油、アイスクリーム、ケーキ、和菓子、
煎餅、製麦、弁当、即席麺、レトルト食品、冷凍食品、酒類、きのこ 等

金属 41
鋳鋼品、鍛造品、山型鋼、耐圧・空圧部品、超鋼丸棒、はんだメッキ鋼線、切削工具、スプリング、プ
レファブ二重管、金属塗装、電気亜鉛めっき加工、高周波焼き入れ、金属加工 等

化学 26
発砲スチロール、化学肥料、ゴム製品、自動車用プラ成形加工、電子機器の表面加工、頭髪用化粧
品、再生樹脂原料、ポリ容器の洗浄リユース 等

機械 23 垂直搬送機、真空炉、電気炉、自動車用アルミホイール、自動車部品、車両・産業用フィルタ 等

電気・電子機器 25
集積回路、（IC)、プリント基板、リレー、電装部品、光通信用機器・部品、ATM、情報通信機器、家庭
用炊飯器 等

印刷 8 包装紙、パッケージ、フォトマスク、印刷物製本 等

その他 製造業 27
ホーロー加工、陶磁器質タイル、パンスト、染色加工、加工糸、生コンクリート、グラスウール断熱材、
整理タンス、楽器部品、襖原紙 等

飲食業 1 居酒屋

宿泊業 11 ビジネスホテル、観光ホテル、温泉旅館 等

卸・小売業 7 ショッピングセンター、食品スーパー、道の駅、専門店 等

サービス業 16
倉庫、学校給食センター、温水プール、クリーニング、スーパー銭湯、パチンコ店、ボーリング場、斎
場・火葬場、廃棄物処理、下水処理 等

医療 7 病院、保健センター、検診センター

介護・福祉 9 特別養護老人ホーム、老人ホーム、総合福祉施設 等

公共・教育 21 市庁舎、消防署、警察署、小中学校、高校、大学、温水プール、体育館、市民会館、文化センター 等

事務所・研究所 9 一般事務所ビル、研究所 等
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■ 問い合わせ先

【 省エネ最適化診断、無料講師派遣 】

一般財団法人 省エネルギーセンター

〒108-0023 東京都港区芝浦2-11-5 五十嵐ビルディング4Ｆ

＜省エネ診断事務局＞ TEL： 03-5439-9732 
Email：ene@eccj.or.jp

＜講師派遣事務局＞ TEL： 03-5439-9716
                      Email：ene-haken@eccj.or.jp

および各支部：札幌・仙台・名古屋・富山・大阪・広島・高松・福岡

電話受付時間 10：00～12：00、13：00～17：00 （土曜、日曜、祝日を除く）

mailto:ene@eccj.or.jp
mailto:ene-haken@eccj.or.jp


太陽光発電の導入支援サイト 環境省
Hhtps://www.env.go.jp/earth/post_93.html/

FIT・FIPガイドブック
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/data/kaitori/202
2_fit_fip_guidebook.pdf

資源エネ庁,なっとく再生可能エネルギー,FIT・FIP制度,
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/index.ht
ml

環境省RE100の取組について
https://www.env.go.jp/earth/re100.html

経済産業省,調達価格等算定委員会(2023.2.8)～太陽光発電設備のスペック等～
https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/pdf/20230208_1.pdf

中長期排出量削減目標設定マニュアル 環境省
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/GHG_target_settei_
manual.pdf

中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック 環境省
https://www.env.go.jp/earth/SMEs_handbook.pdf

参考となる情報サイト
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ご清聴ありがとうございました
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